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Summary
Aschoolisahugesystemofmoratoriumwheretheteacheristhepersonchargedwiththeroletoef-
fectsuchmoratoriumforstudentsconstantly.Historicaly,associalsystemsbecomemorecomplicated,
theschoolisnoneotherthanthemechanismthatsystematicalycoverstheperiodthatlinkstheinterval
ofinfancyandadulthoodasakindofmoratorium.Inoppositiontotheschoolsystem,apprenticeshipand
itsmodelasLegitimatePeripheralParticipationmakesstudentsjoinsocietyearly.Itispossibletosay
thatamodernschoolenlargesbyinsertingalonglearningperiod(duringchildhood)betweentheinfancy
periodandtheworkingperiod.Itisimportanttonotethattheapprenticeshipsystemmodellimitsmora-
toriumofschooltotheutmost.Atfirst,withtheexplosioninthecomplicationofsociety,itisnecessary
forstudentstoenterschoolforthepurposeofmoratorium.Nevertheless,ifmoratoriumisdeprivedof
thelimitedpurposeofself-determinationinfuture,itwilberegardedasapathologicalphenomenonof
be.inga"SyndromeofSchoolDependence".Furthermore,ifschoolistheorganizationthatsupports
student'sself-determination,idealystudentsshouldadvanceontheirownafterleavingthe"supportive"
organizationofschool.Ifself-determinationisaccomplished,aftersuchabrieftherapy(theshort-term
counseling),studentsshouldadvanceandparticipateinthesystemhavingtodowithanapprenticeship.
Fortheparticipant,theapprenticeshipsystemcandirectlyaccomplishapatternoflaborandcharacter
formation.Asmentionedabove,theapprenticeshipsystemmodelcangiveaframeforreconsideringthe
schoolsystem.Withschoolasasupportiveorganizationofself-determination,refusaltogotoschool
mustbedeemedacceptabletoo.
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Ⅰ.自明性からの離脱
近年,教育学の世界では,状況論的認知 ･学習論 (A
TheoryofSituatedCognitionandLbarhing),特に,正
統的周辺参加論 (A TheoryorLegitimatePeripheral
participation:LPP)を中心とする認知的徒弟制と,それ
を応用 ･実践した,ユニークな授業実践が数多く紹介さ
れている1)｡その試みに共通していることは,徒弟制の
有する長所,例えば知ることと行うことの一体化 (-知
識の再文脈化),学習者を中心とする ｢学習｣モデルお
よび特定の文化的実践共同体 (学校 ･学級)への参加と
しての ｢学習｣という,新たな ｢学習｣概念の定立等々
を,学校の現場で応用実践していることである｡ その意
味で,認知的徒弟制は,画期的な学習モデルとなり得る
ものと期待されている｡
しかしながら,よくよく考えると,認知的徒弟制 (よ
り広く,徒弟利)そのものは,必ずしも,学校 (学校教育)
そのものと適合するものではない｡本来,徒弟利 (徒弟
教育)と学校 (学校教育)とは,共存し得るものではな
い,否それどころか,対立するとさえ言える｡言い換え
ると,もし認知的徒弟制が学校教育のなかでうまく機能
し得たとすれば,その根拠は,それを学習モデル (もし
くは,教授モデル)という限定した形で特定の授業実践
に工学的に活用したことに求められる｡ 従って,万一そ
れを限定した形でなく,文字通り徒弟制として学校教育
全般 (学校そのもの)に適用しようと試みるならば,そ
の矛盾が露呈されてくると思われる｡ というのも,歴史
的には,徒弟制が衰退 (または終薦)した後に,返代公
教育,すなわち学校が誕生したからである｡
しかし,結論から先に述べると,徒弟利,もしくは
徒弟教育 (認知的徒弟制も含めて)を学校教育全般 (学
校そのもの)へと導入することについて検討することは
- その実現可能性の検討も含めて- ,決して無意味
なことではない｡それどころかその試みは,不登校,い
じめ,学級崩壊,学力低下など,閉塞情況に置かれた現
在の学校を改革するための有力な思考媒体(オルガノン)
とさえなり得る｡ それではなぜ,徒弟制は学校改革の思
考媒体となり得ると言えるのであろうか｡
この点について,文化人類学者,福島真人の次の言明
が手がかりとなる｡すなわち,｢何が自明視されている
かさえ分からない場合,それを反省的に省察するには,
自らが所属するシステムから離脱してみることが必要で
ある｡その離脱の方法には原理的に二つのやり方がある｡
一つは時間軸上の離脱であり,もう一つは空間軸上のそ
れである｡｣2),と｡ この言明を敷街すると,私たちにとっ
て ｢自明視されている｣学校 (というシステム)を ｢反
省的に省察するには,自らが所属するシステムから｣｢時
間軸上の離脱｣(-時間的離脱)もしくは｢空間上の離脱｣
(-空間的離脱)を行うことが必要だということになる｡
学校 (という㌢ステム)に即して言うと,時間的離脱 (-
遡及)を行うことによって,現在の学校がある特定の時
代に出現した歴史的発明物であることが浮きぼりになる
とともに,それが出現する以前にまったく別の教育シス
テムが存在していたことが明らかになってくる｡ また,
空間的離脱 (-移動)によって,現在のわが国 (先進諸
国)の学校とはまったく異なるタイプの教育システム,
例えば原ひろ子が活写したように3),ヘアー ･インディ
アンの世界よろしく,学校や教育のない社会が存在して
いることが明らかになってくる｡その世界では,｢教える｣
という言葉さえ存在しないという｡このように,自明性
をずらしてみるだけで,現行の学校システムの ｢身体技
法 (techniquesduc叩 S)｣4),すなわち学校に特有な身体
の用い方 (学習 ･活動)がまさに驚きをもってみえてく
るのである｡
以上のことから,徒弟制を学校改革の思考媒体とする
こととは,現行の学校を時間的,空間的に離脱すること
にはかならない｡あらかじめ言うと,本論文の目的上,
ここでは,時間的離脱と空間的離脱の折衷によって徒弟
制を費育 ･教育システムの 1つの理念型 (モデル)とし
て抽象的なレベルにおいて記述していくことにしたい｡
そうした離脱の方法を,仮に ｢戦略的離脱｣と呼ぶこと
にする｡
およそ以上のような問題構成を踏まえた上で,本論文
では,閉塞情況にある現行の学校を改革するための方途
を,徒弟制を思考媒体としつつ,｢戦略的離脱｣によっ
て探究していくことにする. なお,本論文では,学校改
革の方途を具体的に提起するために,現行の学校にとっ
て緊急の解決が求められている不登校問題を取り上げる
ことにしたい｡あらかじめ言うと,不登校問題 (いじめ
問題等も含めて)は,学校のなかで生じている諸問題の
うちの,単なる1つではなくて,学校 (近代学校)の存
否に関わる根幹の問題であると考えられる｡従って,不
登校問題の解法を求めることは,学校 (近代学校)のあ
り方を根本的に再編していくことにつながるのである｡
なお,本論文の構成としては,まず不登校問題を主題化
することによって現行の学校の問題点を浮きぼりにして
いき (-問題の定立),その上でそれを徒弟制 (モデル)
によって解決していく (-問題の解決)という手順をと
ることにしたい｡
(2)
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Ⅱ.歴史的概念としての ｢不登校｣
ところで,教育学の立場に立つとき,不萱校問題はど
のように捉えることができるのであろうか,正確には,
教育学としては最低限,どのような点に留意しつつ,不
登校問題を取り扱わなければならないのであろうか｡結
論から言えば,それは,不登校を,従来のように ｢学校
恐怖症｣や ｢分離不安｣といった病名を表す超歴史的概
念として捉えるのではなくて,歴史的概念として自覚的
に捉えていくということである｡不登校を歴史的概念と
して捉えることと,それを教育学的に捉えていくことは,
同義であると考えられる｡
詳しく述べると,不登校を歴史的概念として捉えるこ
ととは,次のことを意味する｡
まず第1に,不登校を,生徒個々人の ｢病気｣,｢心の
病｣,｢甘え｣,｢怠け｣,｢問題行動｣,｢非行｣,｢飛躍的な
成長 ･発達への実存的契機｣5)などというように,少
数派 (minority)にのみ起こる教育問題だと捉えるのでは
なく,多数派 (majority)にかかわる教育問題だと捉える
ことである｡ここでそれが意味しているのは,不登校問
題をはじめ,すべての教育問題は,本質的には大多数の
人たちが日常,教育について抱いている (または,考え
ている)ことにあるということである｡ 端的に言うと,
教育学とは,少数派と多数派という区別を超えて,すべ
ての人たちの,教育的日常に対する見方 ･捉え方を対象
とする学問なのである｡ 現在では,そのことがまったく
軽視されて,特殊な状況に置かれた少数派 (不登校児や
いじめの被害者等)の立場から精力的に教育学が展開さ
れている｡その先鋒は,M.アップルやH.ジルー,長尾
彰夫,菊池久一など,｢新しい教育社会学｣と呼ばれる
批判的教育研究の立場である6)｡強いて言えば,批判的
教育研究は,学校の問題をすべてイデオロギーを介した
支配,差別,抑圧の所産,またはそれらの再生産装置と
みなし,政治的に学校批判を行う｡
しかし,こうした批判的教育研究では,教育や学校を
社会的な平等や正義 (公正)を実現するための一手段に
してしまう傾向が強く,その場合の対抗の主体(主役)は,
子どもたちではなく,底辺労働者,民族的マイノリティ,
女性,障害者などのカウンター･カルチャー対抗文化と
なる｡たとえ,『ハマータウンの野郎ども』7)のように,
生徒 (子ども)たちが対抗主体になる場合でも,その拠
り所はあくまで ｢底辺労働者｣といった,学校外の対抗
文化 (文化闘争)にある｡ ここで注意すべきことは,従
莱,教育問題が起こった場合,それはマクロな社会運動
の立場から取り上げられるだけで,すべての生徒 (子ど
ち)たちにかかわる,教育や学校に固有の問題であるこ
(3)
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とが度外視されてきたということである｡しかし,学校
教育にとって重要なのは,あくまで教育や学校に固有な,
教育内在的社会批判の立場,すなわち学校で起きた諸問
題に対しては自前の学習共同体の ｢解体一構築｣によっ
て改善していくという立場なのであって,前述した,批
判的教育研究の立場が行う教育外在的社会批判 (対抗文
化や文化闘争)なのではないということである｡ この2
つの立場が混同されるとき,不登校問題に対してまった
く誤った,問題の ｢定立一解決｣が帰結されることにな
るのである｡
第2に,そのこととの関連で,教育学は,主として,
すべての人たちの,教育的日常に対する見方 ･捉え方を
数値として示した統計的方法を重視せざるを得ないとい
うことである｡ 特に,不登校問題という学校の根幹にか
かわる問題については,統計的資料のなかからその間題
が起こった時期や原因などを歴史的事実として推測して
いく必要がある｡
以上のことから,教育学の立場から不登校問題を考え
ていくとき,統計的資料に沿いつつ分析した上で,その
間題の解法を見出していかねばならないのである｡ 従っ
て,次に,そうした作業を先駆的に行った先行研究8)
を手がかりにしながら,データから不登校問題について
みていくことにしたい｡
1.不登校の諸相- ｢怠学｣と ｢登校拒否｣-
まず,戦後日本における｢長欠率｣の推移を図1に沿っ
て見ていくことにしたい (図を多く掲載することに伴う
煩雑さを避けるために,ここではあらかじめ論述内容に
関する図を1つにまとめておくことにしたい)｡ここで
｢長欠率｣とは,1年間に50日以上欠席する,｢長欠｣児
童 ･生徒の全生徒に対する割合を示したものである｡
図 1からわかるように,戦後日本において ｢長欠率｣
のピークは2度あることがわかる｡1度目は,昭和20年
代であり,2度目は,昭和60年代 (50年代～現在)であ
る｡従って,この単純な事実から,｢昔はもっと皆が登
校できるような教育がなされていたのに｣とか,｢昔の
子どもはもっとしっかりしていて,休んだりはしなかっ
たのに｣といった頬の教育論調- ｢昔はよかった｣式
の慨嘆- が根拠に乏しいということがわかる｡
ところが,昭和20年代に多かった長欠生徒は,昭和30
年代に入ると早くも,激減している｡図1を見る限り,
その傾向は都市部で著しい｡それではなぜ,昭和20年代
から昭和30年代にかけて長欠生徒は,激減したのであろ
うか,翻って,昭和20年代になぜ不登校が生じたのであ
ろうか｡この時代に不登校が生じた社会的背景として考
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図1 戦後日本における長欠率の推移と相関変数
(滝川一席 :『家庭のなかの子ども 学校の
なかの子ども』,岩波書店,158,214(1994))
えられることは,戦後の社会的混乱と窮乏,医療水準を
含む衛生環境の劣悪さである｡こうした社会状況のなか
で,貧しく荒れた家庭に暮らし,病に伏す多くの子ども
や,学校生活にさしたる興味や意義を感じないために登
校意欲を持たない子どもが多く存在したと推測される｡
こうした社会状況において生じる不登校は,｢怠学｣9)
と名づけられる｡
以上のことを裏づけるデータは,すでに図1に示され
ている｡ 図1では,それは,エンゲル係数と乳幼児死亡
率の推移に相当する｡エンゲル係数は,周知のように,
生活全体 (生計)に対する食生活 (費用)に投入される
比率を表す尺度であり,その係数が高ければ高いほど,
生活そのもの (暮らし)は貧しいことを表す｡また,乳
児死亡率は,健康環境の状況を表す尺度であり,それが
(4)
高ければ高いほど,健康環境はよくないことを表す｡以
上2つの尺度をもって,再び図1を見ると,昭和20年代
から昭和30年代にかけて,エンゲル係数も乳児死亡率も
ともに著しく低下していることから,この時期に経済復
興がなされ,健康環境が改善されてきたことがわかる｡
図1では特に,｢長欠率｣が都市部で急速に低下してい
ることが注目される｡勿論,全国でも ｢長欠率｣は低下
しているが,そのテンポは都市部ほどではない｡つまり,
そのことは,この時期,経済復興と健康環境の整備が都
市部から起こってきたことを表している｡
しかしながら,こうした長欠生徒の減少は,そう長く
は続かなかったと言える｡図1を見ると,早くも昭和30
年代半ばに,長欠生徒は減少していないことがわかる｡
図1に示されるように,エンゲル係数と乳児死亡率が順
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調に低下をたどるにもかかわらず,全国での長欠率は昭
和30年代半ばに低下の勾配を緩めているという事実が読
み取れる｡ それどころか,都市部では若干の上昇さえ見
せている｡ 社会一般としては,高度経済成長時代 (1950
年代後半から1973年の石油ショックまでの時代)を迎
えることにより,社会的混乱や貧困,健康環境の劣悪さ
などを背景とした ｢古典的長欠問題｣が解消するのとは
入れ替わりに,これとは別の問題が長欠率を押し上げた
ためであると考えられる｡ここで推測されるのは,昭和
30年代に大都市の中産階層以上の子弟を中心に目立ちは
じめた ｢登校拒否｣の出現である｡ここで,｢登校拒否｣
とは,｢怠学｣のように,病気や貧しさ (生活苦)が原
因で生じる ｢不登校｣ではなく,個室としての子供部屋
(勉強部屋)があてがわれるような裕福な家庭の子ども
本人が,学校･教育の意義と必要性を十分に意識して,｢登
校しなければ｣と頭のなかでは念じながらも,現実的に
は登校できないという現象を指す｡ここで重要なことは,
この ｢登校拒否｣という概念が,金銭面をはじめ,生活
問題とは関係のない,恵まれた子どもに特有の心の悩み,
または自我の葛藤を表しているということである (その
意味で,それは,裕福な中産階層に固有の問題である)0
さらに,｢登校拒否｣は,登校できないという現象と,
それをめぐる葛藤状況を総称したものにはかならない｡
従ってそれは,自ずと多彩な内容を含むことになる｡｢友
人関係｣,｢教師との関係｣,｢学業不振｣,｢クラブ･部活
動への不適応｣,｢校則問題｣,｢家庭の生活環境の急激な
変化｣,｢親子関係｣,｢家庭内不和｣,｢病気｣,｢その他｣
に関するトラブル (問題)すべてが本人にとって ｢登校
拒否｣を起こす原因となり得る｡このように,｢登校拒否｣
となった直接のきっかけから,不登校の原因がまったく
分散しており,｢登校拒否｣現象の多様さが読み取れる｡
従って,こうした ｢登校拒否｣現象の本質を,子ども本
人の心性ないし家庭環境や親の養育態度の問題に求める
か,学校環境や教育体制 (文部省の文教政策)の問題と
捉えるか,といった論争 (争点)は無意味であると考え
られる｡というのも,｢登校拒否｣の定義の仕方及びそ
のきっかけの多様性からすると,その原因を家庭か学校
かの二分法で裁断することは不可能だからである｡以上
のことから,｢教育 (養育)とはいかにあるべきか｣の ｢理
念｣をめぐって論争することよりも,まず ｢事実｣をしっ
かりと認識することが必要となる｡
2.｢脱学校｣現象としての現在の不登校と
学校幻想の解体
ところで,昭和50年代に入ると,｢登校拒否｣現象の
(5)
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多様さは,より一層明瞭になってくる｡昭和30年代,大
都市の中産階層から現れたこの現象は,社会が物質的に
豊かになるにつれて,次第に地域や社会階層を超えて広
がり,より一層の多様性を帯びるようになった｡それは,
狭義の意味で ｢不登校｣と名づけることのできるもので
あり,現在 (2003年)の ｢不登校｣をもたらすものであ
る｡こうした質的な拡散こそ,現在の長欠率の増加の内
容をなしている｡そして,昭和50年代以降現れた｢不登校｣
(狭義)は,｢登校拒否｣と比べて,より包括的 ･現象記
述的な概念であり,それは,｢登校拒否｣の拡散,すな
わちその多様化と類型の不鮮明化を表現している｡両者
を比較すると,｢登校拒否｣では,例えば ｢教師との関
係｣を不登校のきっかけとする生徒たちの場合,その内
容がほぼ共通している (例えば,｢先生は私の気持ちを
わかってくれない｣)のに対して,｢不登校｣(狭義)では,
同じく ｢教師との関係｣を不登校のきっかけとする生徒
たちであっても,その内容は拡散しており,共通項を見
出すことは困難であると考えられる10)｡この場合,例え
ば,ある生徒は先生の態度が横柄で嫌であったり,他の
生徒は先生の服装が不潔で我慢できなかったり,さらに
別の生徒は何となく先生にムカつくだけであったり,と
いう具合である｡ ｢友人関係｣に至っては,その内容は,
より一層分散している｡
この新たな ｢不登校｣(狭義)が統計的に確認される
のは,図1に明確に示されるように,昭和50年前後であ
る｡ それを境に長欠率は,全国でも都市部でも上昇して
いる｡それではこの昭和50年前後とは,学校との関係で
どのようなことが生じたのであろうか｡滝Jtl一席は,こ
の長欠率の上昇と全国での高校進学率とのあいだに強い
相関関係を見出している｡滝川によると,図1に見られ
るように,昭和40年代にかけて高校進学率の増加につれ
て,長欠率が低下しているのに対して,昭和50年代初め,
高校進学率が90%を超えて頭打ちになった時点から一転
して長欠率は上昇していることがわかる｡
それでは,高校進学率のプラ トー 現象と ｢不登校｣(秩
義)の上昇とは,どのようなかかわりがあるのであろう
か｡その理由を逐一考えていくと,まず,取り出される
のが,｢受験競争の激化 (-進学熱の高まり)が不登校
を生み出した｣という従来からの通念的な主張である｡
すなわちそれは,｢不登校｣(狭義)の原因が悪しき受験
競争体制にあるといった凡庸な言説にすぎない｡しかし
ながら,先人見を挟まずに図1を見る限り,長欠率と高
校進学率,すなわち進学熱の高まり (受験競争体制)が,
昭和40年代にかけて逆相関を示していることから,進学
熱の高まりを不登校増加の元凶とみなす,この通念的な
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主張が妥当でないということがただちに読みとられる｡
さて,｢不登校｣(狭義)の原因を考えるに当たってま
ず ｢受験競争の激化が不登校を生み出した｣という捉え
方を取り上げたのは,学校でこうした問題が生じた場合,
私たちは一般にその原因をすべて学校教育の実体的内容
の変化に求めてしまう傾向が強いからである｡そうした
犯人増しは,｢受験競争の激化｣以外にも,例えば,｢学
校による管理教育の強化｣,｢教育の画一化 (集団一律の
教育システム)｣,(それとの関連で)｢子どもの個性の軽
視｣,｢生徒の対人関係の複雑化や希薄化｣,｢教師との関
係の悪化｣,｢面白くない授業｣等々に及ぶ｡
しかしながら本当に,今の学校は,以前と比べてその
実体的内容が悪化してしまったのであろうか｡それは否
であろう｡学校とは,昔からある意味で子どもたちの行
動 ･表現を管理するところであり,集団一律の教育シス
テムのもと,彼らに画一的な,学習指導や生活指導を行
うところなのである｡そもそも,｢学校 (公教育)｣は,
国家の統一と社会の近代化 (文明化)を目的として作り
出された制度であった｡制度的にみても,わが国の公教
育は,明治5年の ｢学制｣発布以来,その理念に沿って
すべての生徒たち (大衆の子弟)が共通の,文化的内容
と社会的規範を習得できるように,平等の教育機会を提
供してきた｡｢学制｣序文に示されるように,学校によっ
て知識が万人に開かれ,それによって人々が自らの幸福
(立身出世)を平等に追求できるという理念が詣われて
いる｡具体的には,学校は,知識的 ･階級的な上昇のか
けがえなき門戸であると考えられ 豊かな文明への門戸
として民衆の夢を担う場所であると規定されている｡従
来より,教育の平等主義は,公教育の画一主義によって
実現されてきたのである｡ そして,こうした,教育の ｢平
等主義-画一主義｣は,｢学制｣以来,現在に至るまで
一貫している｡ 従って,今の学校は,その実体的内容が
根本的に変化していないと考えるのが妥当である｡強い
て言えば,今の学校は,昔の学校と比べて,その実体的
内容が悪化するどころか,むしろ改善されている｡例え
ば,今の学校は,頭から校則を押しつけたり,画一的な
教育 (一斉授業)を行ったりするのではなく,生徒たち
の個性を尊重して彼らとの意見の交換を行ったり,彼ら
の興味 ･関心に沿った授業を行ったりするなど,様々な
側面で創意工夫を行っていると言える (それ以外にも,
画一的な一斉授業の弊害をなくすために教育方法上の工
夫としてティーム ･ティーチングを導入している)0
以上のように,学校の実体的内容が変化したという捉
え方 (学校認識)は,感情的であるどころか,間違って
さえいる｡むしろ,根本的に変化したのは,学校 (近代
公教育)に対する子ども･親 ･世間の意識,すなわち私
たちの学校認識の方だと考えるのが妥当である｡この点
を明確化する上で,森 真一が次.に挙げる2つの思考様
式が有力な手がかりとなる｡
敷街すると11),例えば,命題 ｢ある現象xが変化して
いる｣という場合,2つの思考の立場からこの命題につ
いて考察し,解釈することができる｡ まず,ひとつ目は,
① ｢xを理解しようとする人自身に変化はない｣という
前提のもとで,変化しているのは,現象xの側だと考え
る立場である｡これに対して,ふたつ目は,② ｢理解の
対象である現象xの側には変化はないという前提のもと
で,変化しているのは現象Xを理解しようとする人の側
だと考える立場である｡ つまり,理解しようとする側自
体が変化しているのに,変化していないと前提している
から,現象xに変化があるかのように理解しているだけ
だと考える立場である｡
不登校の場合で言うと,①の立場では,学校 (対象Ⅹ)
にかかわる人たちの側 (主体)に何ら変化がないことが
前操とされるため,変化したのが学校 (対象x)とみな
されてしまう｡この場合,主体が自ら変化していないと
確信する分だけ,その主体にとって対象x (学校)が著
しく変化したものと映るわけである｡ それに対して,②
の立場では,学校 (対衷x)が変化したのは,本当に学
校が変化したのではなく,学校にかかわる人たち (主体)
が自ら変化したために,あたかも学校 (対衷x)が変化
したかのようにみえるだけだと捉えることになる｡(参の
立場では人 (主体)は,自らに疑いのまなざしを向け,
対象を捉える自らの認識が変化したことを自覚してい
る｡そして,対象の変化とは,自らの認識の変化を投影
したものにすぎないという具合に,自己を相対化するこ
とになる｡
以上,2つの思考の立場から,不登校問題を的確に捉
えるためには,①の立場ではなく,②の立場に立たなけ
ればならないことが明らかになった｡それでは次に,⑧
の立場に立ちながら,再び,現在の不登校現象を分析し
ていくことにし●たい｡
まず,図1に示された,昭和50年代までの高校進学率
の高まりと長欠率の低下 (不登校の減少)の逆相関に注
目したい｡②の立場に立つと,この逆相関現象から,吹
のことが推測されてくる｡ すなわちそれは,高校進学率
の高まりが,高校教育の大衆化によってすべての国民に
｢高校進学｣という新たな希望と動機が生まれ 生徒 (千
ども)たちを能動的に学校へと向かわせる新しい力とな
り,これが近代化に伴う不登校の自然増を抑えてきたの
ではないかということである｡つまり,この逆相関現象
(6)
中井 :学校変革の思考モデルに関する教育学的研究一不登校問題の解法を手がかりにして-
は,｢高校進学｣という大衆の夢の実現と,それに伴う
学校の権威性の高まり (回復)を表している｡平たく言
うと,前述した ｢学制｣の理念よろしく,大衆にとって
学校 (高校)はそこへ行けばいいことがある,そして将
来の夢 (立身出世)が実現できる,そういう場所として
再認識されることにより,学校は聖性 ･権威性を付与さ
れたと考えられる｡
ところが,図1で見たように,昭和50年代初頭を境に
して,高校進学率が停滞するにつれて,長欠率が増加し
始めている｡高校進学率が90%を超えて頭打ちになった
時点 (昭和50年代初め)から一転して中学生の長欠率は
上昇している｡ そのことは,ほぼ全員が高校進学する社
会 (大衆教育社会)になってしまえば,進学という目的
は,大衆にとって能動的な選択や希望という色彩を失い,
もはや生徒たちを学校に向かわせ,つなぎとめる強い力
とはなり得ないことを示している｡大衆が ｢どうしても
登校しなければ｣と念じているうちは,学校は彼らの将
来の夢や希望を託すものとして,その聖性 ･権威を保持
することができるが,一旦,そうした思いが失われてし
まうと,個人的な負荷を契機にして,容易に不登校を引
き起こすことにつながってしまう｡ ここで負荷とは,学
校へ行くことに伴って個々の生徒が自ら背負う負抱や嫌
なことを指す｡前述した ｢不登校のきっかけ｣として列
挙したように,例えば,態度が横柄で嫌いな先生がいる
からとか,服装の不潔な先生がいるからといった些細な
ことがその子なりの負荷となって,いとも簡単に不登校
という行動に転じてしまう｡あるいは,ムカつくクラス
メートがいるという具合に,仲間関係が負荷となって不
登校を起こすことも少なくない｡果ては,学校が遠いと
か,朝眠いということが不登校につながることさえある
と言われている｡意見の対立が起こりやすい校則のよう
に,一見政治的に見える問題であれば,なおさらのこと
である (ただ,正確に言うと,高度消費社会において校
則問題とは,政治的な問題というよりも,ほとんどの場
令,消費主義的な価値観の肯定 ･否定をめぐる学校 ･教
師と生徒との攻防にすぎない)｡
さらに悪いことに,学校や教師はすでに弱体化しつつ
ある学校の聖性 ･権威性を何とか維持しようとして校則
や生活指導 - 生徒たちからみると'管理教育'-- に
よって彼らの一自由な'行動 ･表現 (-放縦な欲望)を
規制しようとするため,両者の関係は益々離反していく
ことになる｡ 万一,学校における管理教育が強化されて
いるようにみえるとすれば,それは,学校や教師が生徒
たちの ｢脱学校｣現象一学校に対する児童 ･生徒の関心
の低下 ･欠如-をくい止めるために導入したものと考え
(7)
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られる｡そして,そうした対処の仕方が悪循環となって,
彼らの不登校を誘発することになる｡
見方を換えると,生徒個々人が感じるこうした負荷は,
彼ら自身が ｢学校へ行けばいいことがある｣から ｢どう
しても登校しなければ｣と念じているうちは-もっと言
えば,学校に対する共同幻想がすべての人たち (生徒も
含めて)に共有されているうちは-,負荷として感じら
れないか,あるいは,負荷と感じられたとしても,それ
に耐えることができると考えられる｡ 学校という社会制
度は必ず個人への負荷の側面をはらむが,それが社会全
体の強い要請や目的を担っている限りは,個々人にとっ
て耐えるべき負荷と受け入れられる (我慢される)｡と
ころが,学校に対する幻想が解体したところでは,生徒
たちはこうした負荷を耐えるべきものとしてもはや受け
入れることができないし,そもそも耐えることの意義や
必要性さえ感じられることはない｡
このように,未知の知識や豊かな経済生活へと自分た
ちを架橋し得る貴重な門戸として公教育が民衆の切実な
夢や願望を担い,それゆえに聖性や権威性を帯びていた
時代は,すでに過 ぎ 去っている｡公教育でしか学び得な
い知識も高度情報社会 (第3次産業)の到来に伴い,皆
無になっている｡そのことに比例して,公教育制度が個々
人に強いる負荷を個人が耐えるべき負荷として引き受け
なくなりつつある｡ むしろ,その負荷を契機に,たやす
く不登校に陥る生徒たちが増えてしまうという有様であ
る｡見方を換えると,学校に対する社会全体の要請や目
的が低下した現在では,こうした負荷に耐えているのは,
高い地位を志向するごく一部の人たちだけである｡例え
ば,生徒たちが自ら医者や弁護士になりたいという希望
を持ち続ける限りは,たとえ進学校で厳しい受験指導を
受けたり,先生から叱責されたりしても,その生徒にとっ
てそうした負荷は我慢する●ことができよう｡
こうした負荷 (への態度)に象徴されるように,私た
ちは今の学校の実体的内容が変化したことに不登校現象
の原因を求めて,今の学校に対する不満や批判をぶつけ
る前に,実は学校そのものを捉える自分自身の意識 (現
在の学校に対する期待も含めて),すなわち自らの学校
に対する認識が根本的に変化しているということに気づ
かなければならない｡前述した,2つの思考の立場のう
ち,②の立場が示すように,私たちがいまの学校が,例
えばどうしようもないぐらい管理主義教育にみえてしま
うのは,学校での生活を個性や自由を抑圧するものだと
感じている自分自身 (-全く自由な私)を基準にして,
学校をそのように認識 ･評価してしまっていることの裏
返しにすぎない (だからと言って,愛知県や千葉県など
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自我の葛藤〕
図2 ｢不登校｣概念も変遷
で,現実に存在すると言われている,悪質な管理主義教
育に対して免罪符を与えてはならない)0
逆に言うと,学校そのものは,今まで子ども･親 ･世
間の人たちの学校に対する共同幻想によって支えられて
きたと言える｡ 平たく言うと,高校進学への夢と希望に
典型されるように,学校へ行けばいいことがある,ある
いはその反対の表明としてどうしても登校しなければい
けないとか,学校ぐらい出ていないといけないというよ
うに,人々が子どもたちを能動的に学校へと向かわせる
目的や動機がある限り-たとえ,学校に対する幻想に過
ぎなくとも-,学校は聖性と権威性を維持することがで
きたのである｡
しかしながら,現在,近代公教育としての学校は,高
度資本主義 (｢高度消費社会-高度情報社会｣)がもたら
した文化的変容と新たな生活感性,そして何よりも近代
都市的な個人主義的なライフ･スタイルとのあいだで敵
酷をきたしつつある｡生徒をはじめ,人々は,こうした
文化的成熟のなかで制度疲労を起こしている学校に対し
て何ら関心や期待を抱かず,むしろ苛立ちさえ感じてい
る｡こうして,人々の学校に対する共同幻想 (学校幻想)アウラ
は激しくゆらぐことによって,学校の聖性や権威性は消
え失せ,文明史的なレベルでの ｢脱学校｣現象が招来し
つつある｡
3.不登校といじめの同根性
以上述べたように,不登校は人々の抱く学校幻想と相
関している｡新しい学校幻想 (｢高校進学｣)が大衆の間
で生まれた当初は,｢どうしても登校しなければ｣とい
う権威を学校が持つことができた｡学校幻想が大衆化さ
れていくにつれて,学校の権威が失われ,｢不登校現象
-脱学校現象｣を招来してしまったのである｡ 見方を換
(8)
えると,その時々の社会のなかで人々の抱く学校幻想(学
校の聖性 ･権威性)そのものが大きく変わった現象を見
ないで,現在起こっている ｢不登校｣は語ることができ
ないのである｡
なお,歴史的概念としての ｢不登校｣(広義)は,最
終的に図2のように,概念整理を行うことができる｡
図2のなかで銘記すべきことは,｢怠学｣と ｢不登校｣
(狭義)の根本的な相違である｡｢怠学｣が ｢古典的長欠
現象｣であり,前述したように,戦後の社会的混乱と窮
乏,医療水準を含む衛生環境の劣悪さに典型される,社
会の文化的･経済的後進性を背景としているのに対して,
現在に至る ｢不登校｣(狭義)は,社会の文化的 ･経済
的な変化を背景として生じる｢脱学校｣現象なのである｡
わが国においてこの新たな ｢不登校｣(狭義)の急増化
を起こさせているものとは,学校の聖性や権威性の崩壊
なのである｡
以上述べたように,現在の ｢不登校｣(狭義)が,学
校生活に伴う様々な負荷を回避していく生徒たちの ｢脱
学校｣的行動の表れ (結果)であるとすれば,もう1つ
の深刻な問題である,いじめはこうしたマクロの,｢不
登校-脱学校｣現象のもと,学級レベルで生じたミクロ
の病理現象である｡つまり,いじめとは,同質的 ･閉鎖
的な集団としての学級に対する子どもたちの嫌悪と苛立
ちの表れである｡
ところで,従来,学級と言えば,それは少なくとも1
年間はともに生活する共同体,もしくは ｢生活-学習｣
集団であり,そのなかで児童 ･生徒は仲間や友達との接
触を通して成長していくものだと捉えられてきた｡つま
り,ここには,学級とは,仲間や友達といった ｢同質の
存在｣から成る ｢生活共同体｣だという学校認識 (教育
認識)がみられる｡そして,こうした学校認識のもとでは,
中井 :学校変革の思考モデルに関する教育学的研究一不登校問題の解法を手がかりにして-
例えばいじめが生じた場合,その解決策はいつも,生徒
による自治能力を高めることで,学級を自律的な ｢生活
共同体｣として組織化していくことに帰着する｡ そのこ
とは,例えば ｢学級集団づくり｣と呼ばれるものである｡
こうした解決策は,学校や労働組合等の中間集団に所属
することに自己の拠り所 (アイデンティティ)を見出す,
私事化された社会ではまだ有効であったと言える｡
しかしながら,今の小 ･中学生の仲間関係の現状を
見る限り,｢学級-生活共同体｣を前提とする学校認識
そのものは,根底からゆらいでいる｡ 今の子どもたちに
とって,-'仲間 (ミウチ)以外はみな風景"でしかない
のであり,クラスメートは本当は仲間や友達ではなく,
ただ偶然一緒になっただけの他人にすぎない｡それにも
かかわらず,教師は-'学級づくり'-と称して無理やりに
仲間意識を持たせて,必要以上にかかわらせることから
かえって排他的な感情が生まれて,その捌け口としてい
じめが起こることになる｡ そのことは,わが国において
陰湿ないじめが,｢不登校｣(狭義)が激化する,1980年
代中頃の学校空間から起こったことと符合している｡ つ
まり,いじめは,市民社会化した子ども (｢小さな大人｣)コミューン
と,市民社会の論理を排斥する学校(聖域 としての学校)
とのずれのなかで生じた,学級での病理現象なのである｡
4.学校のハードウエアとソフトウエアの再編
一 新自由主義の学校改革案の検討 -
すでに述べたように,教育学の立場から捉える限り,
｢不登校｣とは,｢脱学校｣現象を示す歴史的概念である
ことが解明された｡つまり,｢不登校｣は,子ども･親 ･
世間の人たちの,学校に対する幻想 (学校幻想)の解体
を表現するものであった｡｢不登校｣の原因が ｢脱学校
現象-学校幻想の解体｣に基づく以上,その解法は,ス
クールカウンセラーという ｢こころの専門家｣の導入や
教職員へのカウンセリング ･マインドの奨励などを通じ
て,すべての生徒たちを治療対象 (指導対象)とする,｢カ
ウンセリング ･マインド心の教育 ･理解｣といった対処
療法に求めることは不可能になる12)｡むしろ ｢脱学校-
不登校｣現象において問題となっているのは,学校また
は学校教育のあり方なのである｡ 率直に言えば,現在の
人々の要求や願望に見合うように,学校または学校教育
を変えていかない限り,学校 (近代学校)の存続それ自
体,困難であると考えられる｡ 現在の学校が置かれたこ
うした現状を十分配慮しつつ,提起された学校改革案が
少なからず存在する｡
なかでも,教育評論家,小浜逸邸による次の提案は,
養育 ･教育システムの再編を志向するという意味で注
(9)
-197-
目に値する｡ 一般的には,その提案は,市場の機能を最
優先させる新自由主義に基づくものであるとみなすこと
ができる｡ 要点だけを取り出すと,それは,｢公教育機
能を縮小し,通学時間や通学日を削って,クラス人数を
減らしたり,大胆に選択制を導入してクラス概念そのも
のを解体させたりするということになる｡ 学校教育以外
の領域での,民間の自由な発想による新しい養育機能メ
ニューを充実させる｣13)というものである｡
この学校改革案 (要点)は,次の2点に分けることが
できる｡ 1つは,公教育機能の縮小化とその余剰部分に
おける民間教育機能の充実といったハードウエア面での
改革であり,もう1つは,そうしたハードウエア面での
改革を前提とした上で,｢学級｣概念をはじめ,学校 ･
教育に関する従来の概念,すなわちソフトウエアを改善
していくことである｡ 勿論,前者が実現されない限り,
後者は‖絵に描いた餅'-になってしまうという意味にお
いて,学校改革案の中心は,あくまで前者にある｡
まず,優先されるべきハードウエア面での改革につい
て言及したい｡小浜によると,生徒たちが受ける学習(学
び)を従来のように ｢学校の学習｣と狭く規定するので
はなくて,公教育 (義務教育)と民間の教育機関を合わ
せた,養育 ･教育システムにおいて トー タルに捉える必
要がある｡ しかも,この,養育 ･教育システムでは,従
来の義務教育は縮小化され,より多くの学びは,民間の
教育機関に委託されている (これは元々,2002年から完
全実施されている学校週五日制を想定して出された案で
あった)｡この場合,｢学校の学習｣は,生徒たちが受け
る学びの1つというように相対化されている｡
しかも注目すべきことに,小浜は,この,養育 ･教育
システムを ｢自由一平等｣のバランスに基づいて考案し
ている｡ それを示したものが,図3である｡
図3の下に示されたA-Dは,各個人を表し,そして
各個人では学びに対する欲求について差があることを棒
の長さで表している｡ 棒の長さが長い人ほど,沢山学び
たいということを表している (図3では,Bがそれに当
たる)｡ただ,学びに対する欲求は個々人によって異な
るにもかかわらず,すべての人々 (生徒たち)が共通に
学習すべき内容が存在する (図中の斜線の箇所を参照)｡
それは,今まで学校で学習してきた,読み書き算盤 (塞
礎学力)と最低限度の社会的ルールである｡ これらの学
習内容は,たとえ形式的平等 (教育の機会均等)の立場
からであれ- 結果の平等の立場でなく- ,すべての
人々に保障されなければならない｡言い換えると,学校
を通じて学習すべき内容は,公教育の縮小化のもと,従
来とは異なり,ミニマムなものに厳選されることが不可
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図3 ｢自由一平等｣のバランスに基づく
新自由主義 (小浜)の学校改革案
欠である｡ そのことに伴い,学校教育は,週4-5日の
午前中に切り詰められることが必要である｡その意味で,
小浜の公教育の縮小化は,文部省 (現 ･文部科学省)の
捷起した ｢学校のスリム化｣をより一層徹底させたもの
であると言える｡
こうした最低限の学習がすべての人々に平等に保障さ
れた上で,それ以上の学習げ,民間の教育機関に委託さ
れることが必要になる｡ つまり,各個人は自らが学びた
いという欲求に応じて,様々な教育施設で学習すること
になる｡ そうした学びは,各個人にとって自らの個性を
実現するための契機となる｡ 各個人に応じたこうした学
びを支援することは,彼らに自由を保障することを意味
する｡ また,民間の教育機関での学習は,平日の午後や
各自の選択日が充てられることになろう｡
以上のように,小浜が提起する新たな養育 ･教育シス
テムは,公教育 (-縮小化された義務教育)における学
習の ｢平等｣保障と,民間の教育機関における学習の ｢自
由｣保障との総計から成り立つのである｡
次に,ソフトウエア面での改善について言及したい｡
前述したように,ソフトウエアの改善は,ハードウエア
そのものの改革を前操としているが,その先鋒となるの
は,｢学級｣概念の改善である｡従来,｢学級｣と言えば,
同一の学年の児童 ･生徒たちが,同一の教室のなかで一
緒に授業を受けたり,話し合いを行ったり,給食を食べ
たりするというイメージであった｡しかし,今の子ども
の仲間関係や少子社会の到来を考慮して,これからの｢学
級｣は,その人数を減らすことも含めて,固定された ｢学
級｣概念を変えていくことが必要である｡ 例えば,その
新たな ｢学級｣概念は,次のようにイメージされる｡登
校したら一旦,(従来通りに)教室に集まるが,授業が
始まったら,大学生並に生徒たちが各自選択した学習内
香 (科目)に合わせて教室を移動する,というものであ
る (それは,経済同友会が構想する ｢合校｣14)や,宮
台真司の唱える ｢ホームベース制｣15)に近い)｡ ここで
は,生徒の学習 ･活動 (広義)が同一の教室に固定され
るべきだという,従来の学校のイメージが払拭されてい
る｡ それだけでなく,こうした ｢学級｣観の転換は,自
ずと,従来の ｢授業｣,｢教育関係｣などといった概念の
再構成と連動せざるを得ない｡1つの概念の転換は,学
校にかかわるすべての概念の転換に連動していくのであ
る｡ これが,新たなソフトウエアの内実にはかならない ｡
以上見てきたように,小浜の学校改革案は,近代学校
システム (ハードウエア)と,_そのサブ･システム (ソ
フトウエア)としての ｢学級｣を現在の高度資本主義の
生活感性に再適合し得るべく,作り出された提案である
と考えられる｡ ただ,問題点を1つ挙げると,それは,
受益者負担の原則に基づくことから,従来,すべての国
民にほぼ平等な形で配分されてきた教育費を削減するこ
とにつながってしまうということである｡ それは新自由
主義の立場を批判するか否かといったイデオロギーの問
題を超えて,すべての国民に不利益をもたらすという意
味で,のっぴきならない問題だと言える｡
以上,小浜の学校改革案を概要してきた｡ただ,ここ
で注目すべきなのは,その中身ではなく,学校改革につ
いての小浜自身の思考 (教育学的思考)そのものである｡
少なくとも言えることは,教育学的思考と呼ぶに値する
(10 )
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小浜の思考をもってすれば,不登校問題は解決 (改善)
され得るということである｡ というのも,小浜は不登校
問題の原因を学校そのもののあり方に求めているからで
ある｡ 平たく言えば,不登校問題が起こるのは,学校が
不必要に長く生徒たちを押しとどめて (収容して)おく
ことにある｡ 学校があるから不登校が起こるという言い
まわしは,不十分であっても,一笑に付すことはできな
い｡というのも,事実,不登校は,必要以上に長期化 (-
モラトリアム化)された学校があるがゆえに起こるから
である｡ 前述したように,人々の学校幻想がすでに解体
しているという状況であれば,なおさらのことである｡
そうであればこそ,小浜は,学校の教育機能を縮小化し,
基礎学力や社会的能力 ｢以外-以上｣の学びは,各個人
の自由に任せることを提案したのである｡ 従って,小浜
のように,学校の教育機能を縮小化することは,学校の
モラトリアム化の結果として生じる不登校の解決にとっ
て妥当であると考えられる｡
ただ,不登校問題の解決にもつながる,こうした学校
改革案は,小浜一人の構想力によって提起されたもので
あり,それ以外の学校改革のあり方 (可能性)を検討し
た結果,作り出されたものなのではない ｡ 従って,次に,
こうした小浜の良質の教育学的思考に学びつつも,思考
媒体としての徒弟制を通じて考えられる学校改革の可能
性についてみていくことにしたい｡
Ⅱ.｢生活に埋め込まれた教育｣と ｢生活
から離床した教育｣
一戦略的離脱に基づく学校システムの解剖一
前に,徒弟制が閉塞する学校 (特に,不登校問題)を
改革 (解決)するための思考媒体となり得ると述べたが,
ここでは前述した ｢戦略的離脱｣- 時間的離脱と空間
的離脱の折衷- によって学校の自明性をずらしてみる
ことにする｡ それでは,この戦略的離脱に基づいて徒弟
制を養育 ･教育システムの理念型 (モデル)として捉え
る喝合,それは,どのように記述することができるので
あろうか,次に論述していきたい｡
ところで,経済人類学者,K.ボラニ-は,非市場社
会を ｢社会に埋め込まれた経済｣16)と名づけ,市場経
済と明確に区別している｡ 経済人類学的には,市場経済
は,社会から ｢分離させた｣17)経済もしくは ｢分離した
経済｣18)と名づけることができる (ここでは,｢生活か
ら分離 [離床]した経済｣と呼ぶことにする)｡ボラ二
にとって非市場経済が ｢人間の暮らし (thelivelihoodof
man)｣に ｢埋め込まれた｣経済であるという意味で,
基本的な経済システムとなる｡ 一般に,経済 (economy)
(ll)
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の語源が人間の暮らしを指す ｢オイコス｣という概念で
あると言われるのはこの謂である｡
それに対して,市場経済は,｢人間の暮らし｣から ｢離
床した｣経済に過ぎない｡非市場経済からみると,それ
は,特殊であり,奇形でさえある｡ ここで重要なことは,
ボラニーが経済人類学 (文化人類学の応用分野)という
空間的離脱によって自明視された市場経済を驚きをもっ
て解剖しているということである｡
このような,ボラニーの主要概念を借用すると-
空間的離脱を行うと- ,徒弟制とは,｢人間の暮らし｣
に ｢埋め込まれた｣教育の形態であるということができ
る｡ ここでは,それを簡素化して ｢生活に埋め込まれた
教育｣と呼ぶことにしたい｡従って,｢生活に埋め込ま
れた教育｣とは,原則として近代以前の生活の共同体 (コ
ミュニティ)の生活に埋め込まれた教育,すなわち産青
や世話を含む最広義の ｢教育｣概念を意味する｡ そして
それは,｢教育すること (学習すること)｣が具体的な労
働 (実践)への参加のなかでなされるものである｡ この
ように,教育 (学習)と労働が融合された状態は,P.ブ
ルデューによって ｢慣習行動 (pratique)｣19)と呼ばれて
いる｡ それに対応する教育形態は,言うまでもなく,徒
弟制にはかならない (家庭と職業共同体に関する細かな
歴史的経緯を無視するならば,家業の見習いも徒弟制に
含めることができる)｡
そして,ボラニーが市場経済を多様な経済システム
のなかの1つというように相対化するために,非市場
経済を持ち出したのと同様に,学校と直結する近代教
育を多様な養育 ･教育システムの1つというように相
対化するために,｢生活に埋め込まれた教育｣が理念型
として定立されてくることになる｡ この概念からする
と,学校は明らかに ｢生活から離床した教育｣に陥っ
ている｡ なぜなら,｢生活に埋め込まれた教育｣が,生
活や労働の現場で (insih)仕事のやり方や日常的な生
活態度に典型される,局所的で,身体的な知識 (有用
な知識)を見習いつつ習得することを意味するのに対
して,学校に典型される ｢生活から離床した教育｣は,
時間的にも空間的にも生活圏から区切られており,ど
こででも適用し得るような抽象的で普遍的な知識や,
頭のなかだけの観念的な知識 (言語)に比重を置くか
らである｡ 近代教育によって損なわれるものの影響は
多大である｡それは,暮らしのなかで自然に培われる,
身体的な実践知にはかならない｡
以上,経済人類学を介した空間的離脱によって,｢生
活に埋め込まれた教育 (-徒弟利)｣と ｢生活から離床
した教育 (-学校)｣という対立する概念が抽出された｡
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それでは次に,この2つの教育の理念型が,わが国の歴
史のなかにどのように見出されるのかについて,次に時
間的離脱を行うことにしたい｡なお,その手がかりを,
藤田英典の社会形態のモデルに求めることにする｡ 藤田
は,空間的離脱によって抽出された,｢生活に埋め込ま
れた教育 (-徒弟利)｣と ｢生活から離床した教育 (-
学校)｣が,どのような社会形態に対応しているのかに
ついて明確に記述している｡
ところで,わが国の社会は,1960年代の経済の高度成
長に伴う-'豊かな社会',すなわち産業社会の到来とと
もに,構造的に変容した｡この未曾有の社会的変容は,
この時代に留まらず,それ以降の私たちの生活様式を根
本的に方向づけてきた原因と考えられる｡ 藤田英典は,
社会のこうした急激な転換期を ｢融接型社会から分節型
社会への移行局面｣20)と明確に捉えている｡
敷街すると21),｢融接型社会｣とは,人間の主要な活
動 (稼得労働,家事労働,学習･教育活動,遊び･娯楽･
余暇活動)のすべてが基本的に同じ空間 (地域共同体の
内部)で行われる社会のことである｡つまり,この社会
では,生産の場と消費の場と学習･教育の場とが家庭(家)
の周りで互いに接して融合している｡すべての営みは,
未分化な状態にある｡ 従って,この社会では,家庭は生
産と消費,坐 (出産)と死 (他界),育児 ･教育とケア
(世話),娯楽など,社会生活に必要なあらゆる機能を内
蔵するとともに,家族 (定位家族)が生活共同者として
相互に助け合い支え合う生活の場であったと言える｡ そ
こには,大自然のサイクル (四季の円環的なリズム)に
溶け合い共生しながら,生活者たちがともに労働し,杏
接に関わりあい,連帯を深めて日々を過ごすという,い
わゆる ｢暮らし｣の原型があった｡
内山節は,暮らしに必要な,雑多な使用価値を作り
出す広義の労働を ｢仕事｣と呼び,貨幣価値を生み出
すだけに純化された,現在の (撲義の)労働から明確
に区別しているが22),こうした ｢仕事-広義の労働｣
と ｢狭義の労働｣の区別もまた,一種の空間的離脱の
方法だと言える｡そこでは子どももまた,ひとりの生
活者として大人とともに生産労働や家事労働に従事し,
他の人々と交わる過程で生活的自立にとって必要な知
恵や技能をすべて習得してきた｡つまり,生産力の低
い段階では,子どもが生活者として自立していくのに
必要な教育機能はすべて地域共同体に根ざす家庭に保
有されていたのである｡
しかしながら,暮らしの型を持ったこの ｢融接型社会｣
は,産業上の構造変容によって ｢分節型社会｣へと再組
織化されていった｡この ｢分節化社会｣とは,分業体制
によって人間の主要な活動のすべてがそれぞれの専用の
空間のなかに遮蔽された社会のことである｡ この社会で
は例えば,稼得労働は工場やオフィスの壁のなかに,衣
事労働はプライヴァシーの空間として地域共同体から隔
絶された家庭のなかに,学習 ･教育は学校のなかにとい
うように,社会生活が活動目的に応じて分節化されてい
る｡つまり,人間の トー タルな生の営みは細切れの諸活
動へと分離されていて,それらはもはや家庭の周りで互
いに接することはない｡そればかりか,この活動の分割
と空間分割に対応して,生活時間やライフスタイルさえ
も分割されることになる｡すなわちこの社会では,｢遊
びを主とする乳幼児期-学習を主とする教育期-稼得労
働ないし家事労働を主とする労働期-余暇活動を主とす
る隠退期｣23)というライフスタイルが規範化されるこ
とになる｡ それは直線的で不可逆的な時間の形態となっ
て発現する｡
こうした社会の構造変容- 融接型社会から分節型社
会への移行- のなかで,家庭は,従来より保有してき
た機能の大半を家庭外の専門的諸機関へと外在化させて
いった｡いわゆる ｢家庭機能の外部化｣24)もしくは社
会化である｡ 特に,生産労働の場から分離し,専ら消費
活動だけを行う場となった家庭は,外部から提供されて
くる数々の豊富な商品 (電気器具や既製服など)によっ
て生活の合理化 ･高度化をはかる一方で,その機能を著
しく縮小化させることになった｡
さらに家庭は,こうした家庭機能の外部化の一環とし
て,本来家庭にとって最も重要な,後継者の養成 ･陶冶
にかかわる,家庭の教育機能 (人間形成機能)を教育の
専門機関としての学校へと外部委託化していった｡正確
に言うと,この場合,家庭が保有してきた教育機能のす
べてが学校へ移されたわけではなく,むしろそれとほぼ
期を同じくして,家庭の教育機能の大半が家庭から失わ
れてしまったと言える｡このとき,家庭から学校へと委
託された教育機能とは,子どもが将来,社会的地位の高
い職業に就くために必要な知識や技術の学習 ･教育 (受
験のための勉強)にはかならない｡
ただ,現代の社会は,｢分節型社会｣から ｢クロスオー
バー型社会｣への移行期にあるが,ここでは ｢融接型社
会｣との対比で,｢分節型社会｣の自明性をずらすとと
もに,解剖していくことが主な目的となるため,｢クロ
スオーバー型社会｣に関する記述は差し控えることにし
たい｡以上述べたことをまとめると,図4のように表す
ことができる｡
以上,3つの社会形態の構造とそのライフサイクルと
いうマクロな観点から見ると,｢生活に埋め込まれた教
(12)
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図4 3つの社会形態の構造とそのライフサイクル
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育｣は,融接型社会の教育形態としての徒弟制に,｢生
活から離床した教育｣は,分節型社会の教育形態として
の (近代)学校に,各々対応することがわかる｡ 図4に
示されるように,近代以前の ｢生活に埋め込まれた教育｣
を,拠って立つ社会構造が根本的に異なる,近代の教育
へと適用することが不可能であることは,一目瞭然であ
る｡ 改めて述べると,残された可能性は,前者を,後者
を改革する上での思考媒体とすることだけである｡
Ⅳ.学校における徒弟制モデルの
実現可能性
前述したように,徒弟制という形で単純化された労働
形態では,学習とはすなわち現場で行れている仕事をマ
スターすることであり,そこで実践されている仕事と異
なるものをわざわざ学習する必要はない｡教える側も,
その仕事に関連したことだけを直接示せばよい｡こうし
た｢直接性｣は,教育が学校というシステムに特定化され,
社会的に機能分化する以前の社会 (融接型社会)を見て
みれば,日常的に観察される事態である｡文化人類学者
が教育について語るとしたら,従来のケースでは,学校
についてではなく,むしろ日常的な実践の文脈の中でい
かに子どもが大人になっていくかを記すであろう｡ 子ど
もは大人の労働に直接的に参加し,あるいは子供組 ･若
者組への参画や通過儀礼などによって大人としての技能
を学んでいくのである｡
正確に言うと,職業構造の比較的単純な社会なら,千
どもにとって選択の余地は限られているために,親の職
業を子どもが自動的に継ぐということは日常茶飯事であ
る｡ この場合,家族自体が徒弟制的な機能を果たしてい
ることになる｡ さらに,これよりはやや複雑になった社
会,すなわち職業的社会化が家庭ではなく,その外部で
行われるような社会では,徒弟制が必要になる (徒弟利
と家族との分離)｡この社会ではそもそも子どもの自己
決定はあり得ない｡
これに対して,職業構畠の複雑化した社会 (分節型社
会)では,労働と学習のあいだの ｢直接的｣な継続が維
持されない｡具体的な労働への参加が担ってきた複数の
機能は,労働そのものとは分離され 学校というシステ
ムで自律的に実践されることになる｡つまり,学校は,
子どもにとって将来的な労働への参加のための予備期間
となる｡ しかし,この ｢予備｣は職業構造の複雑化によっ
て,子どもの将来的な職業が簡単には予測不能になった｡
それでは次に,この2つの社会構造,とりわけ職業構
造に対応した社会化の形態を比較することを通じて,現
在の学校に求められる機能と役割について考えていくこ
とにする｡
まず言えることは,職業選択の複雑化が,それに対す
る予備の時期における対応を困難にするということであ
る｡ つまり,子どもからみて,将来の可能性が制限され
ていないために,それに対する対応の形式は,より一般
的なものとならざるを得ない｡従って,学校は,何らか
の予備であるにもかかわらず,その未来が基本的に不確
定な予備を対象としていることになる｡こうした基本的
な不確定性は,教育関係者に不安感を与えるために,彼
らは,学習目標が具体的実践 (労働)の形で明確に定義
されている組織,すなわち徒弟制が持つ,一元的な単純
さに魅了されることになる｡
こうして,学校制度の予期的な複雑さを回避して,そ
れを徒弟的な単純さに還元しようとする考え方 (徒弟利
モデル)が登場してくる｡つまり,学校外の社会で実際
に行われていることを,学校に直接関連させようといっ
たもの,あるいは学校に徒弟的な実践が持つような実用･
具体性の色彩を与えようというものの登場である｡ あら
かじめ言うと,学校における徒弟制モデルとして次の4
つのタイプが挙げられる｡実現の可能性が高い順に,各々
記述することにしたい｡
第1に考えられる徒弟制モデルの形態は,大学院教育,
大学における医学教育,大学における教員養成教育,あ
る種の専門学校など,学校制度が参加者の職業選択と直
接的に結びついているケースである｡このケースでは,
実質的に徒弟的になり得る｡大学院教育や医学教育など
のように,生徒が将来自らもある特定の分野での教師や
医師になる場合,教師 (医師)の活動の総体が生徒の学
習の見本となり得る｡ ただ,このケースは例外だと言え
る｡
第 2に考えられる徒弟制モデルの形態は,学校がある
特定の文化的実践だけを無限定に優先させることで,学
校が持っている複雑な機能を単純化してしまうケースで
ある｡ すなわちそれは,科学者と子どもをインターネッ
トで媒介させるなど工夫して,ある種の徒弟的な形式を
作り上げて,学校そのものを ｢自然科学的な実践｣のコ
ミュニティに限定してしまうケースである25)｡このケー
スを ｢単線型徒弟制モデル｣と呼ぶことにする｡ここで
はすべての子どもが,他の可能性にもまして,自然科学
者になることを暗黙のうちに優先している｡
しかしながら,将来の確定していない子どもに,学校
が徒弟的な手法でその限定された能力の発達を促進させ
るということは,子どもの将来を学校が勝手に規定して
しまうということを意味する｡ なお,このケースは,教
育内容を含めた学校制度上の問題なのであって,学校で
(14)
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子どもが一般教善として必要な自然科学的な知識を習得
するといった教育内容だけの問題とはまったく異なる｡
第3に考えられる徒弟制モデルの形態は,学校の現場,
特に授業実践に短期的に徒弟的環境を作り出すというも
のである｡ この代表として,教育工学的な発想に基づく,
J.レイヴやJ.S.ブラウンの ｢認知的徒弟制モデル｣が挙
げられる｡ ただそれは,教育内容だけに限定した徒弟制
モデルであり,学校制度にまで及ばないものである｡ そ
れは,認知的徒弟制に基づく算数･数学の学習をはじめ,
様々な教科の学習において実現可能であると言える｡
あるいは,こうした認知的徒弟制を前提としなくても,
例えば,小学校低学年を対象とする,ヤギ (動物)を飼
育するという生活科の授業実践26)では,その実践が体
験型の学習になるだけでなくて,その実践における教師
と生徒の関係が,一般の教育関係から幾分,徒弟的な関
係,すなわち動物を飼育する上での,熟達者 (正確には,
手慣れた大人)と初心者の関係に近づくと思われる｡ つ
まり,この授業実践は,教師の意図とは関係なく,教師
と生徒たちが,その人なりの体験によって文化的実践(-
ヤギを共同飼育すること)の共同体へと参加していくと
いう意味で,正統的周辺参加 (LPP)の形態となる可能
性が高い｡しかも,この授業実践のねらいは,ヤギに直
接触れるという体験型の教材をうまく活用しながら,生
徒たちの生活経験と(仲間との)社会的経験を組織化 (ま
たは,再組織化)していくことに置かれている｡
しかしながら,こうした授業実践そのものは即,徒弟
制となるわけではない｡というのも,そこでは最初から,
労働と学習 (教育)との分離 (プラクティスの解体)が
なされているのであり,生徒たちはヤギを育てる技術を
習得することを学習目標としているわけではないからで
ある｡ これらの体験型の教材およびそれを介しての,徒
弟的な学習は,あくまで教師 (学校)が生徒たちに対し
て近代学校に特有の教育的配慮を施した結果,行れたも
のであり,教師の教育的配慮によって組織化された意図
的学習の1つの形態に相違ない｡従ってそれは,徒弟的
な方法を生かした教育,あるいは徒弟的な関係になって
ち,徒弟制とはなり得ない ｡
しかしながら,生活科は徒弟的な方法を生かした教育
では捉えることができない｡ヤギ飼育という体験活動に
典型されるように,生活科は,生徒たちにとって科学的
な知識や技術以上の学習内容,すなわち情動的なものや
生命 ･生そのもの,さらには自然との共生を体得してい
く契機となる｡ そうした体験活動を通して彼らは自然に
対して,-'なぜ… 不思議="楽しい'といった心や自然を
見る目を育むのである｡
(15)
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第4に考えられる徒弟制モデルの形態は,前述した第
1と第2のタイプと異なり,子どもの将来をあらかじめ
規定しない (あるいは,規定し得ない)と捉えるもので
ある｡一般的に考えると,私たちの社会における労働的
な実践は,すでにきわめて複雑なものに分化しており,
ごく普通の学校に徒弟制モデルを持ち込むことを大真面
目に考えるとすれば,私たちは学校において,科学者,
サラリーマン,弁護士,政治家から寿司屋,旋盤工,ケー
キ職人に至るまでありとあらゆる社会的実践およびそ
の実践共同体を再現しなければならないということにな
る｡ つまり,それは,現在では総合学科制の高校がショッ
ピングモール ･ハイスクールと耶捻されながらも,部分
的に実施しているように,学校の現場に複数の徒弟的な
環境を作り出すといった徒弟制モデルの形態である｡ こ
れを前述した ｢単線型徒弟制モデル｣に対して,｢複線
型徒弟制モデル｣と呼ぶことにしたい｡
以上が,思考の上で実現可能と思われる徒弟制モデル
である｡それらを総合的,全体的に検討する前に,学校
以外で実現可能な徒弟制モデルについても付け加えて置
きたい ｡
その1つは,社会教育 (生涯学習)における徒弟制
モデルである｡ 具体的には,比較的長く存続されるこ
とが想定される,ボランティアのコミュニティや,問
題が起こる度にその都度結成 されるワークショップが
それに該当する｡実際,社会教育学会では,正統的周
辺参加論 (LPP)という徒弟モデルの立場から,こうし
たコミュニティやワークショップが実践的活動の共同
体または学習の共同体となり得るとしてその理論化が
試みられている27)0
そして,もう1つは,生田久美子が認知科学の立場か
ら,その人間形成機能を再発見した,｢わざの教育｣で
ある28)｡それは主に,芸道や武道等の分野にみられるも
のであり,内弟子制度または準内弟子制度を理想的教育
形態とする｡ 現在でも,｢わざの教育｣は,能･狂言といっ
た伝統芸道やバイオリン奏者,サッカー選手の早期教育
など,｢暗黙知-実践知｣の伝承を学習内容とする多く
の分野で実践されている｡特に,それは社会の場に確固
とした文化的実践のコミュニティを持っている｡
再び,前述した4つの徒弟制モデルの検討に戻ると,
第1の,大学院教育や医学教育といった実質的な徒弟制
モデルは,すでに実践されているし,今後も実践され続
けると考えられる｡ それに対して,第2の ｢単線型徒弟
制モデル｣は,生徒たちにとって強制的なものとなるだ
けでなく,実際に学校の現場で指導にあたる教師に対し
てその存在を無視することになるという理由で,今後,
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実現されることは困難であると考えられる｡そして,辛
3の ｢複線型徒弟制モデル｣は,生徒たちに様々な職業
に対応した学習内容を選択肢として提供するという意味
で,彼らにとって望ましいものとなる反面,教師にとっ
ては指導力と資質を超えているという理由で,今後,実
現されることは不可能であると考えられる｡ ただ,その
実現不可能性を嘆くことよりも,そもそも,｢現代社会
ではその選択肢が爆発的に拡大してしまったために,ア
イデンティティを固定化する徒弟制は,その多様な選択
肢とはうまく適合出来ない｣29)ということに気づくべ
きではなかろうか｡
このよ.うに,現行の学校では,｢単線型徒弟制モデル｣
と ｢複線型徒弟制モデル｣を実現することは困難なので
ある｡ しかし,たとえ学校や教師が両者を選択しないと
しても,それでもなお教師は,生徒に対して ｢何らかの
形で媒介的な作用を行う専門職｣30)ということを免れ
ることはできない｡それは教師にとっての宿命とはいえ,
実に困難な実践である｡というのも,教師の場合,｢媒
介している｣といっても,現在の生徒と,彼 (彼女)の
将来の多様な職業の形式のあいだの,何をどう媒介して
いるのかは,いっこうに明らかではないからである｡
裏を返せば,学習内容とその将来的な実践の可能性と
いう観点から,学校制度を一種の巨大なモラトリアムの
システムと考えれば,学校の教師とは,そうしたモラト
リアムを一定期間持続させる役割を担う人々ということ
になる｡冷静に考えれば,学校とは,歴史的には社会シ
ステムの複雑性の増大によって,幼児と成人の間を結ぶ
期間を一種のモラトリアムとして制度的にカバーする機
構にはかならない｡これは徒弟制の親方とはまったく正
反対の役割である｡ こうして,皮肉にも,徒弟制モデル
との比較によって,学校のモラトリアム的な性格が前面
に出てきたのである｡
このように見ると,教師は生徒たちに対してモラトア
リムの指導を行っていると言わざるを得ない｡すなわち
それは,各々の生徒の持つ無限に多様な将来に対して,
ある種の具体化のための制限を与える作業であると同
時に,そうした将来像を持ち得ない生徒に対して,ある
レベルでそれを呈示する作業を行うということである｡
｢従って,教師が対応すべき事態とは,原理的にはこの
複数の未確定性に対して,その決定を側面援助する｣31)
ということになる｡
以上述べてきたことを図5で示しつつ,要約すると,
次のようになる｡
図5に示されるように,徒弟制とは,目標となる労働
と学習が表裏一体になった教育システムであり,そこに
参加する成員は,原理的にそこでの労働を習得すること
に努めれば事足りる｡ しかし,社会の複雑化は,その労
働と学習の間に非常に長期的なモラトリアムの期間を形
成することになった｡これが学校システムの自律化の過
程である｡ 理想的に言えば,学校とは,徒弟制のように,
ある特定の労働に直結した形式なのではなく,生徒がそ
こに至るまでのある一定期間を泳がしておくシステムで
ある｡ とすれば,どんな形であれ,徒弟制を根拠にした
モデルと学校とはそぐわない｡というのも,各々の生徒
の将来は原理的に未確定であり,その複数の未確定に対
応するシステムが学校そのものだからである｡従って,
徒弟利 (徒弟制モデル)は,一刻も早く社会へと子ども
を参入させるものであるのに対して,学校 (近代学校)
は,乳幼児期から労働期のあいだに長い教育期 (-子ど
も期)を挿入することによって,社会への参入を遅延さ
図5 ｢融接型社会｣と ｢分節型社会｣における
ライフサイクルの相違
(16)
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せるものであると言える｡ そして,この,長期にわたる
学校での教育期は,図5に示されるように,子ども (生
徒)が将来の職業選択を含めて自己決定するための媒介
的空間となり得る一方で,学校を不必要にモラトリアム
化させてしまうことになるのである｡ その意味で,複雑
な社会構造に対応して生み出された教育期は,子ども(生
徒)たちにとって両義的なものとならざるを得ない｡
V.カウンセリング･タイプの
｢教師一生徒｣関係への転写
一 学校改革の短期療法的アプローチの可能性一
前述したように,現在の生徒たちと,彼らの将来の多
様な職業の形式の間を,何らかの形で ｢媒介｣せざるを
得ない教師は,多様な未確定性に向かって進んでいく彼
らに対して,原理的にどのようなスタンスをとることに
なるのだろうか｡この点について福島がいみじくも指摘
するように32), こうした状況は,カウンセリングのスタ
ンスに似ている｡つまり,教師は生徒たちの個別的な決
定について,直接的に介入する手段を持たない｡生徒が
どんな将来的な決定をするかは,生徒自身のそれぞれの
選択に委ねられている｡ それに対して教師ができること
と言えば,原理的にはカウンセラーのような,間接的な
誘導である｡
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次に,カウンセリングの手法を,｢教師一生徒｣関係
間の構造的な関係のバリエーションへと転写してみるこ
とにしたい｡というのも,モラトリアムを保証する構造
としての学校において,生徒の自己選択が確立するまで
の教師の介入の在り方に関しては,カウンセリングの介
入の在り方と同様に,考え方の分極化が見られるからで
ある｡
ところで,時間的資源の観点からみると,カウンセリ
ング･モデルは,大きく2つのタイプに分けることがで
きる｡
1つは,時間的資源q)多大なもの (長期療法)であり,
もう1つは,時間的資源の過小なもの (短期療法)であ
る｡ 具体的に言うと,前者は,C.良.ロジャーズに代表さ
れる,非指示的,受容的,人格的なカウンセリング･タ
イプである｡後者は,M.エリクソンやP.ワッラウイッ
クに代表される,指示的,積極介入的,個別問題指向的
なカウンセリング ･タイプである｡ 各々の特徴を対比さ
せると,表1のように表すことができる｡
この2つのカウンセリング ･タイプについての詳細は
さておき,ここで重要なことは,福島が指摘するように
33),後者の短期療法タイプが,モラトリアム装置と化し
た現代の学校を批判していく,徒弟制モデルの立場と親
和性を持っているということである｡ つまり,それは,
表 1 長期療法と短期療法における学校認識の相違
タイプ 長期療法 短期療法
技 法 非指示的,受容的,全人格指向 指示的,積極介入,個別問題指向
時間的資源 多_大 過 小
学校観あるいは 学校のモラトリアム機能を積極 徒弟制モデルに立脚した学校批判
学校誰識 的に評価する立場
学校に対する ･学校とは単に学校外社会-の通 ･学校のモラトリアム性を極力制過点で なく,それ自体が自律 限し,学校外の社会的実践や労
基本的考え方 的な空間であり,その自律性の 働とある種の直接的関係を結ば
特徴と長所を追求すべきだとい せようとする発想に近く,学校
う立場o のモラトリアム的な性格 (-学
･現在の学校に欠けているのは, 校依存症)については否定的と
全人格的な側面であり,そ.こで なる○現在の学校の内実が学校
学校の機能を拡大して,そうし 外社会の現状とずれていること
(17)
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学校のモラトリアム性を極九 制限し,学校外の社会的
実践や労働とある種の直接的関係を結ばせようとする発
想に近い｡従ってそれは,学校のモラトリアム的な性格,
すなわち学校依存症については否定的となる｡そして,
現在の学校の内実が,学校外社会の現状とずれていると
いうことに,批判の立脚点を置いている｡
それに対して,後者の長期療法タイプは,学校のモラ
トリアム機能を積極的に評価する立場と親和性を持って
いる｡正確にはそれは,1.イリッチのような脱学校論者
に抗して,近代学校の機能を保持していく立場である｡
つまり,それは,学校とは単に学校外社会への通過点で
はなく,それ自体が自律的な空間であり,その自律性の
特徴と長所を追求すべきだという立場である｡換言する
と,現在の学校に欠けているのは,全人格的な側面であ
り,そこで学校の機能を拡大して,そうした側面をカバー
できるように,教育を改革していかなければならない,
ということが重視される｡
この2つのまったく異なるタイプのカウンセリング･
モデルとそれに対応する教育形態を比較することから,
次のことが帰結してくる｡
まず第 1に,社会の複雑さの爆発的な肥大は,生徒た
ちにある種の将来的な不確定さを強要するわけで,その
ためモラトリアム的な空間は不可欠である｡にもかかわ
らず,モラトリアムもまた,未来の自己決定のためとい
う限定が忘れられれば,自己目的化したカウンセリング
と同様,それは一種の ｢学校依存｣,もしくは ｢学校ジャ
ンキー｣とでもいうべき病理現象とみなされても仕方が
ない｡その意味で,学校とは半ば強制されたモラトリア
ムである｡つまり,現実的には,いくらでも短期化が可
能なはずなのに,様々な理由により不必要に長期化して
いるということである｡
換言すると- 制度的には- ,生徒の自己決定のた
めの媒介的空間として誕生したはずの学校は,肥大化し,
それ自体が固有性を持つような実体性を帯びてしまっ
た｡その構造的な長期化は,まわりに様々な関連組織(例
えば,教育学者たち)を巻き込んで,それ自体が自己目
的的な, 1つの閉ざされた領域を構成してしまうという
ことである｡ そして,この長期化が,学校幻想の解体と
相侯って多くの不登校児童･生徒を生み出すことになる｡
彼らのなかには学校へ行くこと自体が不要である者も少
なからず存在するのは,このためである｡前述したよう
に,学校があるから,不 ｢登校｣が起こるとは,この謂
である｡
第2に,学校がカウンセリングと同様,生徒の自己決
定の側面支援の機関であるとすれば,理念的には,各々
のレベルでの自己決定が行われた段階で,カウンセリン
グを止めるのと同じように,学校という支援機関を離れ
て決定された自己の将来に従って自らの道を歩めばよい
ことになる｡そうした自己決定がなされたならば,生徒
は進んで徒弟的なシステムに参加すればよいのである｡
なぜなら,徒弟的なシステムは,参加者にとっては,慕
も直裁的に ｢労働一人格｣のパターンを構成できるもの
だからである｡そして自己決定に時間が必要な者だけが,
自発的に学校というシステムに留まればよいということ
である｡
第3に,自己決定の支援機関としての学校には,原理
的にはその機関そのものを拒否する (萱校を拒否する)
という決定をも受け入れる必要性がある｡ここで ｢登
校を拒否する｣とは,原理的には病的な反応なのではな
く,むしろそれ自体健全なものであり,現在の学校とい
う不必要にモラトリアム化された装置から離脱しようと
する,自然かつ自由な流れとして捉え直すべきなのであ
る｡学校において倒錯しているのは- 学校幻想の解体
という状況を差し引いても- ,この支援機関という特
性が1つの強制と化してそれからの離脱を否定するとい
う点である｡ 従って学校再編の手段としては,次のよう
な措置が不可欠である｡ すなわちそれは,カウンセラー
を自ら自由に選択することのできるクライエントのよう
に,生徒たちが登校する,登校しないという権限 (自由
皮)を持つことができるように,学校制度を原理的に改
造するということである,と｡
確かに,私たちのなかには,カウンセリングを必要と
している人が少なからずいるが,しかしそれは強制では
ありえない｡例えば,篠原あづさが自らのセラピー体験
を述懐するように34),カウンセラー養成講座の受講をは
じめ,アドラー心理学講座,夢分析,ゲシュタル ト･セ
ラピーなどを紡捜し,人体実験を行うかのようなやり方
で,自分という存在の唆昧さを解決することでさえ自由
な選択に基づいている｡こうしたカウンセリングの自由
選択と同じく,生徒たちもまた,様々なタイプの学校に
参加する権利と同時に,そこから離脱する権利もまた必
要である｡カウンセリングに短期 ･長期の考えの差があ
るように,学校にも,多様な就学形態を導入 ･設置させ
た方がよいということである｡不必要に長期化された,
現行の学校に対しては,取りあえず,短期化することが
必要である｡さらに言うと,学校だけを自己決定支援機
関と見なす前に- 小浜がその学校改革案で示したよう
に- ,自己決定の媒介的空間は,学校以外の民間の教
育機関が望ましいと思われる｡自己決定を行う教育機関
を学校という単一の制度だと決めつけてしまうこと自体
(18)
中井 :学校変革の思考モデルに関する教育学的研究一不萱校問題の解法を手がかりにして-
を問題にすべきであろう｡
以上述べてきたように,過度にモラトリアム化した学
校そのものは,生徒たちの自己決定を支援するという目
的へと極力限定すべきであり,その意味で学校を ｢縮小
化-短期化｣していくことが緊急の課題となる｡万一,
学校の ｢縮小化-短期化｣が実現されたときには,恐ら
く,現在生じているような ｢脱学校現象｣としての ｢不
登校｣は解消され得るものと考えられる｡
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学校変革の思考モデルに関する教育学的研究
一不登校問題の解法を手がかりにして-
中井 孝章
要旨:学校システムは､巨大なモラトリアム装置であり､教師は生徒たちが一定期間モラトリアムを持続させる役
割を担っている｡ 歴史的には､社会システムの複雑性の増大によって､学校は成人と幼児の間を結ぶ期間を一種の
モラトリアムとして制度的にカバーする機構である｡ しかし他方で､徒弟制と､正統的周辺参加のような徒弟制モ
デルは､生徒たちを早くから社会に参画させる｡ 労働期と幼児期の間に長い学習期間 (子ども期)を挿入すること
によって近代学校は肥大化している｡重要なのは､ここで徒弟制モデルが学校の(肥大化した)モラトリアムを最大限､
制限するということである｡
この点に関してまず､社会の複雑性の爆発的な肥大化によって生徒たちがモラトリアムを目的とする空間に入る
ことを必要とするのであるが､それでもなお､モラトリアムが生徒たちの未来の自己決定という限定された目的を
剥奪するならば､｢学校依存症候群｣とでも言うべき病理的な現象とみなされる｡さらに､学校が生徒の自己決定を
支援する機関であるとすれば､理念的には生徒は自己決定が終われば､支援機関としての学校を卒業して､自ら決
めた道を歩むべきである｡ もし､自己決定が成就すれば､短期療法よろしく､生徒たちは徒弟制にかかわるシステ
ムに進み､参加すべきである｡参加者にとって徒弟制は､労働と人格形成を兼ね備えたものなのである｡
以上述べたように､徒弟制モデルは､学校システムについて再考するための枠組みとなり得るものである｡自己
決定の支援機関としての学校では､当然のことながら､登校を拒否することもまた容認されなければならないので
ある｡
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